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二〇〇七／〇八年度に国内のディーゼル油販売量は一一 ・一％増、石油製品販売量は一一 ・二％増と、それぞれ最近一二年間、八年間で最も高い伸び率を示し ことが注目される。ディーゼル油、石油製品の価格弾性値は一般に低いとみな るものの、価格統制のもとで、価格メカニズムを通じた需要の調節や利用の効率化が遅れているも とみられる。
　第二の財政面への影響については、価格
引き上げ後 国内小売価格が一バレル当たり六八ドルに固定されているため、ＯＭＣｓの損失が拡大している。原油輸入の スケット価格が一バレル当 り一三〇ドルを超えていた時点で、ＯＭＣｓ 損失は二〇〇七／〇八年度の七七〇〇億ルピーから二〇〇八／〇九年度には二兆五〇〇〇億ルピーに増大すると見込まれていた。現在、原油輸入のバスケット価格は一バレル当り一〇〇ドル程度に落ち着いているが、それでもＯＭＣｓ 損失額は一兆 五三〇億ルピーに達する見込みである。
　政府はＯＭＣｓ損失の大半を石油債の発
行によって補填する予定であるが、ガソリンとディーゼル油の価格引き上げと同時に実施されたこれら製品への減税によって












題として、各種石油製品の価格引き上げとともに、一層の税率引き下げが必要であると思慮される。六月にはガソリン、ディーゼル油の価格引き上げと同時に税率の引き下げが実施され、関税は原油について五％からゼロ％へ、ガソリン、ディーゼル油について七 ・ 五％から二 ・ 五％へ、その他の石油製品について一〇％から五％へと引き下げられた。他方、 物品税はガソリン、 ディーゼル油に対してはそれぞれ一リットル当たり一四 ・ 四五ルピー、四 ・ 六〇ルピーから一ルピー下げられたに過ぎない。二〇〇六／〇七年度の石油製品からの税収は、関税が一〇〇四 ・三億ルピーであったのに対して、物品税は五八八二 ・一億ルピーに達したまた減税後も、ガソリンの小売価格一リットル当 り五〇 ・五二ルピーのうち、二六 ・ 六％が物品税、一八 ・ 一％が州政府
課税や手数料・配送料であり、減税の余地は大きい。
　より中長期的には、増大するエネルギー
需要に対応するため、代替的エネルギーの確保が必要である。インド政府はいわゆるエネルギー外交に熱心に取り組んでおり、二〇〇五年には各国の担当閣僚を招いて産油国・消費国対話を主催し、資源国との積極的な外交に取り組んできた。具体的には、南アジア、中央アジア、西アジアという複雑な地政学上の対立・問題を抱える地域内で石油・ガスパイプラインの実現に向けて関係国と折衝を繰り返してきた。また最近では、シン首相が九月 五日にブッシュ米大統領と会談して米議会による米印原子力協定の承認に期待を示し（その後、議会承認、正式調印を経て一〇月一〇日に発効） 、同月三〇日にはサルコジ仏大統領と会談して民生用原子力分野での協力協定に調印した。
　とりわけ総選挙を視野においた場合、価
格の引き上げもエネルギーを巡る外交も政治的に非常に難しい舵取りを要求される課題であるが、政府の地道な取り組み 期待したい。
（しまね 　よしえ／在ニューデリー海外派遣員）
原油価格上昇のインド経済への影響
